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指定都市制度の概要と事務権限

〇 政令指定都市とは、地方自治法第２５２条の１９第１項の規定により、政令で指定される人口５０万
人以上の市をいう。
〇政令指定都市は、都道府県の区域に包括される普通地方公共団体たる市であるが、現行制度上そ
の組織、権能等について一般の市とは異なる取扱いをされている。

１

※総務省HP資料より

指定都市移行による
事務権限の移譲（一例）



２

指定都市に伴い移譲された事務権限

〇 熊本市の政令指定都市移行に伴い、法令に基づき移譲される事務権限や国の要綱・通知等に基
づき県から市へ移譲される事務権限など、３１７事務（１，５９２項）の事務権限が県から市に移譲された。

【移譲された主な事務の例】

※ 第１回政令指定都市移行県市連絡会議会議資料 より抜粋



事務権限移譲の効果

熊本県の事務・権限が熊本市に移譲されることにより、住民に最も身近な行政主体である熊本市が、
地域における行政の自主的かつ総合的な事務・事業実施の役割を担えるようになる。

３

権限移譲前の課題（例）

〇 熊本市に十分な権限がなく、総合的な事業決定ができない

〇 県との協議に時間を要し、迅速な対応ができない

〇 類似の事務・権限が県と市で別々になっている

○ 熊本市の自主的な判断により、総合的な事業決定が可能となる

○ 県との協議が省略されることにより、迅速な対応が可能となる

○ 類似事務・権限の一元化により、申請窓口の一元化が可能となる

権限移譲による効果（例）



４

移譲を受けた事務権限の例① ～土木・都市計画関係～

〇区域区分や一定規模以上の都市施設の都市計画決定が市に移譲された。
〇市域の補助国道・県道の管理権限（新設・改築・維持・修繕等）が市に移譲された。

現
状

移
行
前

【当時の状況】

〇都市計画の区域区分（市街化区域と市街化調

整区域の線引き）や、一定規模以上の都市施設

（国県道や公園など）については、県が都市計画

を決定。

〇市域内であっても県が補助国道（3号・57号・

208号を除く国道）・県道の管理を実施。

〇主体的なまちづくりを進める上で必要となる十

分な都市計画決定権限が無い。

〇市道と県道との交差点改良など県管理道路が

関連する工事には県との調整が必要であり、市の

意思が十分に反映されず、また調整にも時間を要

する。

指定都市移行による
事務権限の移譲

【指定都市移行後】

〇区域区分や都市施設について、規模に関わら

ず市が都市計画決定を行えるようになり、熊本都

市計画区域（熊本市、合志市、菊陽町、益城町、嘉

島町）における県の区域マスタープランと整合を

図った上で、市による主体的な都市計画の決定

が可能となった。

〇市で補助国道・県道の管理を行うことが可能と

なった。

〇市の目指す都市の将来像を見据えた主体的な都市

計画決定が可能になった。

〇窓口や事務の一元化により事務処理効率が向上し

た。

課題

成果

■ 主な都市計画決定の状況
・平成24年12月 熊本西環状線の変更
・平成27年4月 区域区分の変更
・平成28年11月 北熊本スマートICの決定
・平成29年11月 上熊本弓削線の変更（浄行寺交差点～子飼交差点）
・令和3年11月 都市計画道路の見直し

■ 市管理となった市域内の国道・県道
国道：国道266号,501号など５路線
県道：砂原四方寄線【熊本西環状道路】、天明川尻線など50路線



５

移譲を受けた事務権限の例② ～保健・福祉関係～

〇精神保健福祉センタ―及び身体・知的障害者更生相談所が指定都市移行時に設置された。
〇障害者手帳等の交付権限（申請から交付・支給まで）について市に移譲された。

現
状

移
行
前

〇県の施設でこころの悩みなどの専門的な
相談や支援等を実施。
〇精神障害者保健福祉手帳、療育手帳や補
装具・自立支援医療等は、市が申請を受け
付けるが、判定・決定は県が実施。

指定都市移行による
事務権限の移譲

〇熊本市の施設として、こころの健康センター、
障がい者福祉相談所を設置（H24）。

〇５区に設置された区役所及び総合出張所に
おいて障害者手帳（身障・療育・精神）や補装具
等の申請受付交付が可能となった。

〇こころの悩みなどの専門的な相談を市の施設
で行うことが可能となり、市民サービスが向上し
た。
〇療育・精神手帳、補装具等について、申請から
交付・支給まで一貫して市で行うことが可能とな
り、円滑な支援及び相談対応が可能となった。
〇身近な区役所及び総合出張所で申請交付が可
能になり、市民の利便性が向上した。

〇市に相談があっても、専門的な内容については
県の相談所を案内。
〇申請・相談は市、判定・決定は県が行っていたこ
とから、当事者の情報共有において課題があった。

課題

成果

（移行前の相談窓口） （H24.4～）
熊本県精神保健福祉センター ⇒ こころの健康センター

（ウェルパルくまもと内）
熊本県福祉総合相談所 ⇒ 障がい者福祉相談所

（あいぱるくまもと内）



６

移譲を受けた事務権限の例③ ～教育関係～

〇H24の指定都市移行時に、県が実施していた小中学校教職員の任免権限が移譲された。
（H29の権限移譲において、小中学校教職員の給与の負担、教員定数の決定、学級編制基準の決
定について市で実施することとなった。）

【当時の状況】
〇市内の公立学校の教職員採用や管理職の昇任
も県が実施。人事異動は県が調整。
〇給与の負担、教職員定数、学級編制基準も県が
決定。

【移行後の状況】
〇 H25から本市が単独で教員選考試験を実施。
求める教職員像を定め、受験年齢要件の撤廃
等の見直しを行った。

〇人事異動については、市域内の異動となり、
市が５区を単位として配置換えを行っている。

現
状

移
行
前

〇本市の教育理念に合致した人材を独自に採用する
ことができない。

（〇県が給与の予算措置を行っているため、教職員採
用人数決定に県との協議が必要であった。）

〇 教員の採用人数を独自に決定できることから、
35人学級拡充に向けた教員の増員や、現在定数
の１割を占める臨時的任用の解消など、課題への
対応が可能となった。

〇 全国的に教員の受験者が減少する中、本市は
一定の水準を維持している
（指定都市移行後、R3.4月まで累計1,173人を採用）

※ 全国的にはH24年度からR１までの間において、小学校の受験者
は約２割、中学校の受験者は約３割減少している。

成果

課題

指定都市移行による
事務権限の移譲

※ H29の権限移譲により、教職員の人件費を本市で
負担することとなり、任命権者と給与負担者が異なる
状態が解消し、教員の採用人数決定に当たり県市協議
が不要となった。

受験者数 採用者 採用倍率 受験者数 採用者 採用倍率

小学校 312人 178人 1.8 604人 130人 4.6

中学校 291人 68人 4.3 535人 71人 7.5

小学校 307人 119人 2.6 308人 27人 11.4

中学校 271人 54人 5.0 257人 27人 9.5

熊本県

熊本市

令和2年度選考（令和3年度採用） 平成２４年度選考（平成25年度採用）


